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第 2 章では、第 1 章で指摘された問題点を前提として、地方自治体レヴェルにおける解決策としての、条例その他
の種々の方法を論じる。中井氏は、行政と、民間業者及び市民の三者の聞にどのような利害調整が図られるべきなの
かを、条例や、指導要綱、協定などの種々の手法を論ずる。
第 3 章では、以上の分析を踏まえた上で、市民が参加することによって、産業廃棄物をめぐる紛争を事前に解決す
る方法が重要であるとする観点から、廃棄物処理法と条例や個別法、紛争調整制度を組合わせた法システムが必要で
あるとして、特に、自治体の役割について具体的な指摘と提言を行う。
中井氏の論文は、総じてみれば、産業廃棄物施設の建設をめぐる法と政策に関する主要な諸論点を提示し、そのそ
れぞれの論点に関して検討を加えるものであり、その意味で、この論文は包括的かっ網羅的であると評価することが
できる。中井氏が現職の地方自治体職員であることを考慮すれば、同氏の博士論文は、そこで示された論点のそれぞ
れに関する解決策を、地方自治体の現場で具体的に提示していくために必要不可欠の作業であるとみることができる。
また、学問的にみても、この論文は、日本の憲法学及び行政法学の今日の理論状況を踏まえたものであり、種々の学
説や判例を岨唱して議論を進めており、一定の学問的水準をもつものであると認められる。
ただ、中井氏の論文には、学問的分析として深みを欠くところが散見される。しかし、中井氏は、これを自覚し、
今後とも研究を継続する意思を示しており、これは、むしろ今後の研究の発展を期待させるものである。また、中井
氏の論文が提示する、現実問題の解決に関する具体的な提言にも聞くべきものがあり、本論文の成果を踏まえて、中
井氏が地方自治体の現場において、より深い考慮、に基づいて諸施策を立案し、実施し、それによって、住民の利益の
促進に資するようになることも十分に期待することができる。
以上の理由により、審査委員は、中井氏が自立した研究者に相当する学力を有し、それに相応する業績であると認
めるとともに、今後も研績を重ねることにより、この分野の地方自治体の行政の発展にも寄与することが期待される
ため、その全員一致の判断により、同氏に博士号を授与することが相当であると判断する。
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